
市町 UPZ内（人）

舞鶴市 5,127（2,652）

綾部市 207（207）

南丹市 724（724）

京丹波町 81（81）

京都市 44（44）

合計 6,183（3,708）

京都府のUPZ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

Ø 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力してくれる支援者に対し、防災行政無線、広
報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、ＴＶ、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋内退避・一時移
転等を実施。

Ø 支援者の同行により、地域住民と一緒に避難できる在宅の避難行動要支援者は、一時移転等が必要となった場合、
関係市町が準備した避難先に一時移転等を行う。なお、介護ﾍﾞｯﾄﾞ等が必要な在宅の避難行動要支援者は京都府
災害時要配慮者避難支援ｾﾝﾀｰに依頼し避難先を確保。

Ø 支援者のいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者を確保できない場合においても、関係市
町職員、自治会、消防職員・団員等の協力により屋内退避・一時移転等ができる体制を整備。

UPZ 内の在宅の避難行動要支援者数（暫定値）

なん たん し

きょう たん ば ちょう

※ （ ）内は支援者有り
※ 平成29年1月現在
※ 京都市他府内市町に避難先を確保

同居者・支援者

関係市町職員
・消防団員等

連絡等

協力在宅避難行動
要支援者

屋内退避

防災行政無線・広報車、緊急速報メール
サービス・TＶ・ラジオ等による情報提供

関係市町原子力災害対策本部等

一時移転等

移動

支援センターが手配した避難施設

避難先 福祉避難所等
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京都府におけるUPZ内の一般住民の防護措置

Ø 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、OIL１に該当すると特定された区域
及びOIL２に該当すると特定された区域に対し一時移転等を指示。

Ø 国の原子力災害対策本部の指示に基づき、当該区域の関係市町原子力災害対策本部等より、防
災行政無線、広報車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、ＴＶ、ﾗｼﾞｵ等を用いて一時移転等の指示を伝達。

Ø 当該住民は避難計画で定めている避難先へ一時移転等を実施。
Ø 京都府では、渋滞抑制の観点から、原則ﾊﾞｽによる移動を実施。

＜UPZ内市町の避難先＞

※ 平成29年4月1日時点

関係市町原子力災害対策本部等

一時移転等の指示

屋内退避

※バス等による移動

一時移転等対象者

徒歩等

バス等

避難先施設

一時集合場所

住民

市町名 府内避難先 府外避難先

舞鶴市
79,354人

京都市、宇治市、城陽市、向日市

兵庫県
神戸市、尼崎市、

西宮市
（合計62,928人）

徳島県
鳴門市、松茂町、

北島町
（合計16,426人）

綾部市
1,600人

福知山市、亀岡市

兵庫県

たつの市、太子町、

佐用町

（合計1,600人）

南丹市
3,352人

南丹市内 洲本市、南あわじ市
（合計3,352人）

京丹波町
278人

京丹波町内 芦屋市
（合計：278人）

京都市
301人

京都市内 －

きょう たん ば ちょう

なん たん し

じょうよう し むこ う し

たい し ちょう

す もと し
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舞鶴市におけるUPZから避難先施設までの主な経路
まい づる し

三段池公園

長田野公園体育館

UPZ
PAZ

丹波自然運動公園

【主な府外避難経路①（神戸市、尼崎市、西宮市） 】
府道28号→舞鶴東IC→舞鶴若狭自動車道→吉川JCT→中国

自動車道→（神戸市：神戸三田ＩＣ→六甲北有料道路、尼崎
市・西宮市：宝塚ＩＣ→県道42号線）

【主な府外経路②（鳴門市、松茂町、北島町） 】

府道28号→舞鶴東IC→舞鶴若狭自動車道→吉川JCT→中国
自動車道→神戸三田IC→六甲北有料道路→神戸北IC→山陽
自動車道→神戸西IC→神戸淡路鳴門自動車道→鳴門北IC

鳴門市

北島町
松茂町

【凡例】
京都府が準備する避難
退域時検査場所候補地

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

舞鶴市

【主な避難経路】
国道１７５号→府道５５号→国道９号→
丹波ＩＣ→京都縦貫自動車道→大山崎
ＪＣＴ→京滋バイパス→宇治西ＩＣ

【広域避難先（府外避難）】
徳島県

＜倉梯、倉梯第二＞
鳴門市（市立大津西小学校屋内運動場、他30か所）

＜三笠＞
松茂町（松茂町役場、他9か所）

＜倉梯第二＞
北島町（北島町総合庁舎内（公民館）、他19か所）

※避難元地区はいずれも小学校区表記

【広域避難先（府外避難）】
兵庫県

＜志楽、朝来、大浦、新舞鶴、中舞鶴、

与保呂､池内、高野＞

神戸市 （東灘体育館、他71か所）

＜余内、吉原､明倫＞
尼崎市（中央地区会館、他59か所）

＜中筋、池内、福井、由良川＞
西宮市（勤労会館、他37か所）

※避難元地区はいずれも小学校区表記

し らく あせく

よ ほ ろ

あまうち めいりん

なかすじ ゆ ら がわ

くらはし

【広域避難先(府内避難）】

京都市・宇治市・城陽市・向日市

＜志楽、朝来、大浦、新舞鶴、三笠、倉梯、

倉梯第二、与保呂、中舞鶴、余内、明倫＞
京都市（京都市東山青少年活動セン

ター、他119か所）
＜池内、中筋、由良川＞

宇治市（伊勢田小学校、他31か所）
＜高野、福井＞

城陽市（寺田南小学校、他13か所）
＜吉原＞

向日市（市民体育館）
※避難元地区はいずれも小学校区表記

じょうよう し むこう し

し らく あせく くら はし

よ ほ ろ あまうち めい りん

Ø 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他のﾙｰﾄ
を活用し避難を実施。

【主な避難経路】
国道２７号→舞鶴西ＩＣ→舞鶴若狭自動車道→
綾部ＪＣＴ→京都縦貫自動車道→京丹波みず
ほＩＣ→国道１７３号→国道９号→丹波ＩＣ→京
都縦貫自動車道→沓掛ＩＣ
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綾部市におけるUPZから避難先施設までの主な経路
あや べ し

三段池公園

UPZ

PAZ

丹波自然運動公園

【主な府外避難経路】

府道1号→国道27号→府道8号→府道77号→綾部IC →舞鶴若狭自動車

道→吉川JCT →中国自動車道→（たつの市・太子町：福崎ＩＣ→播但連

絡有料道路→山陽姫路東ＩＣ→山陽自動車道→龍野ＩＣ（至たつの市）、

山陽姫路西ＩＣ（至太子町）、佐用町：佐用IC）

【広域避難先（府外避難）】
兵庫県

＜東八田（大又自治会）＞
たつの市（揖保川ときめきセンター）

＜中上林＞

太子町（町民体育館、他7か所）

＜奥上林＞

佐用町（上月体育館、他1か所）

【広域避難先（府内避難）】
亀岡市

＜奥上林、中上林、東八田（大又自治会）＞

亀岡市（亀岡高等学校、他19か所）

Ø 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。

おくかんばやし なかかんばやし ひがしや た おおまた

ひがしやた おお また

なかかんばやし

たいしちょう

おくかんばやし

さ ようちょう

佐用町

亀岡市

【広域避難先（府内避難）】
福知山市

＜奥上林、中上林、東八田（大又自治会）＞
福知山市（福知山高等学校、他6か所）

おくかんばやし なかかんばやし ひがしや た おおまた

【凡例】
京都府が準備する避難
退域時検査場所候補地

【主な府内避難経路②】

府道1号→国道27号→府道8号→

府道77号→府道74号

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

綾部市

綾部市中央公民館

【主な避難経路①】
府道1号→国道27号→京丹波わちIC→京都縦貫自
動車道→京丹波みずほIC→国道173号→国道9号
→丹波ＩＣ→京都縦貫自動車道→亀岡IC

福知山市
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南丹市におけるUPZから避難先施設までの主な経路
なん たん し

【主な府外避難経路】
国道162号→府道12号→国道27号→国道9号→国道173
号→国道372号→県道306号→但南篠山口IC→舞鶴若狭
自動車道→吉川JCT→中国自動車道→神戸三田IC→六
甲北有料道路→神戸北IC→山陽自動車道→三木JCT→
山陽自動車道→神戸西IC→神戸淡路鳴門自動車道→
（洲本市：洲本IC、南あわじ市：淡路島南ＩＣ）

UPZ PAZ

丹波自然運動公園

【広域避難先（府外避難）】
兵庫県

＜福居、盛郷、豊郷、鶴ヶ岡、高野、知井、平屋（内久保、

大内、荒倉、野添、安掛）＞

洲本市（洲本市文化体育館 他8か所)

＜平屋（深見、長尾、又林、上平屋、下平屋）、大野、宮島＞

南あわじ市（阿那賀地区公民館、他8か所）

Ø 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。

ふく い もり さと とみ さと ち い ひら や うち く ぼ

おおうち あらくら の ぞえ あ がけ

あ な が

またばやし かみ ひら や しも ひら や

す もと し

なん たん し

洲本市

【凡例】
京都府が準備する避難
退域時検査場所候補地

【避難先（市内避難）】

南丹市内

＜福居、盛郷、豊郷、鶴ヶ岡、高野、知井、平屋、大
野、宮島＞

南丹市（園部北部コミュニティセンター、他12か所)

なん たん し

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

【主な避難経路】
国道162号→府道12号
→国道27号→国道9号

南丹市
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京丹波町におけるUPZから避難先施設までの主な経路
きょう たん ば ちょう

UPZ

PAZ

【広域避難先（府外避難）】
兵庫県

＜上乙見、西河内、下粟野、細谷、上粟野、仏主＞
芦屋市（芦屋市立朝日ヶ丘小学校、他３か所）

丹波自然運動公園

【主な府外避難経路】
府道51号→府道12号→国道27号→国道9号→丹波
IC→京都縦貫自動車道→大山崎JCT→名神高速道
路→吹田JCT→西宮IC→国道43号

かみおと み にしかわ うち しも あわの ほそたに かみあわの ほどす

芦屋市

【凡例】
京都府が準備する避難
退域時検査場所候補地

【避難先（町内避難）】

京丹波町内

＜上乙見、西河内、下粟野、細谷、上粟野、仏主＞
京丹波町（三ノ宮基幹集落センター、山村開発センターみずほ）

きょうたんばちょう

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

京丹波町

【主な避難経路】
府道51号→府道12号→国道27号→国道9号

かみおと み にしかわ うち しも あわの ほそたに かみあわの ほどす

Ø 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。
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Ø 地域毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他の
ﾙｰﾄを活用し避難を実施。

京都市におけるUPZから避難先施設までの主な経路

PAZ
UPZ

ゼミナールハウス
①

②③

【避難先（市内避難）】
京都市

＜左京区（久多、広河原）、右京区（京北

上弓削町上川行政区）＞

京都市（京北第三小学校、花背山の家、大
原小中学校）

かみゆげちょう

く た ひろ がわら けいほく

はな せ

だい こく だに

大黒谷キャンプ場

はな せ

花背山の家

【主な避難経路】

①府道110号→府道781号 →国道367号
②府道38号→国道477号
③国道162号

【凡例】
京都府が準備する避難
退域時検査場所候補地

京都市が準備する簡易
検査場所候補地

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

京都市
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自然災害等により孤立した場合の対応（京都府）

Ø UPZ内では全面緊急事態となった場合、屋内退避を行う。その後、住民避難等の指示が出た場合には、一時移転等を実施。
Ø UPZ内の半島及び沿岸部、中山間地域については、自然災害の発生等により、道路が使用できず住民が孤立した場合に備

え、臨時ﾍﾘﾎﾟｰﾄを整備。また、海路や空路での避難体制が整うまでは、放射性防護施設を含む屋内退避施設にて屋内退避
を実施し、避難体制が十分に整った段階で一時移転等を実施。

Ø また、道路等の管理者は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の
道路交通の確保に努める。

※ 利用する港については、被災状況等を考慮し選定

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施

Ｈ

Ｈ

Ｈ

船舶による避難

ヘリによる避難 水ヶ浦漁港

田井漁港

成生漁港

野原漁港

半島部（例） 舞鶴市大浦半島

大浦会館
放射線防護施設

（収容可能者数：60人）
屋内退避施設

（収容可能者数：150人）

大浦小学校

屋内退避施設
（収容可能者数：300人）

大浦小学校
グラウンド

大丹生コミュニティ
センターグラウンド

舞鶴火力発電所桟橋

西大浦漁港

大丹生コミュニティセンター
屋内退避施設

（収容可能者数：270人）

おお にゅう

竜宮浜漁港
りゅうぐうはま

成生漁村センター

屋内退避施設
（収容可能者数：60人）

なり う

田井漁村センター

屋内退避施設
（収容可能者数：100人）

た い

田井コミュニティセンター
グラウンド

中山間地域（例） 綾部市奥上林地区

八代・川原・小仲

Ｈ

奥上林研修センター
ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ

奥上林公民館
（綾部市林業者等健康管理センター）

放射線防護施設
（収容可能者人数：140人）

：放射線防護施設（収容可能者数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：漁港施設

：放射線防護施設以外の屋内退避
施設（収容可能者数）

＜凡例＞

おく かん ばやし

こ なかかわ ら
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滋賀県におけるUPZ内の学校・保育所等の防護措置

教育機関数
（機関）

児童・生徒
数（人）

保育所・
幼稚園等 0 0

小学校 1 3

中学校 0 0

高等学校 0 0

特別支援
学校 0 0

合計 1 3

UPZ 内の教育機関数

平成29年3月28日時点

国原子力
事業者

引き渡し

校内に学校災害対策本部等を設置

屋内退避指示

滋賀県

引き渡しが出来なかった児童等と職員の避難

一時移転等指示

保護者へ
引き渡し

「学校防災マニュアル」
によって行動開始教育機関

保護者

警戒事態発生
（例 大地震（震度6弱）、大津波）

避難先

全面緊急事態に事態が進展

屋内退避（校舎内）

Ø 滋賀県では、警戒事態発生時に、UPZ内に位置する保育所・幼稚園、小学校及び中学校等毎に校長等を本部長と
する学校災害対策本部等を設置する。

Ø 全ての学校・保育所において学校原子力災害時避難計画を策定済であり、学校災害対策本部等は高島市災害対
策本部や高島市教育委員会等の指示により警戒事態において、学校等の対応及び保護者の迎え等について保護
者あてに連絡（ﾒｰﾙ配信等）し、児童等の帰宅又は保護者への引き渡しを実施。全面緊急事態までに保護者への
引き渡しを完了する。

Ø 引き渡しができない児童等は、屋内退避（校舎内）を実施する。その後、事態が悪化し、高島市災害対策本部から
一時移転等の指示が出された場合は、職員等とともに一時移転等を行い、避難先において保護者に引き渡す。

保護者への連絡及び引き渡しの実施

全面緊急事態までに引き渡しを完了

高島市・
教育委員会

連絡・指示
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滋賀県におけるUPZ内の医療機関・社会福祉施設の避難先

Ø 滋賀県では、UPZ内にある社会福祉施設（4施設394人）のうち、障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所
等については、国の原子力災害対策本部から一時移転等の指示が出た場合における受
入候補施設を、滋賀県災害対策本部にて障害福祉ｻｰﾋﾞｽ事業所等23施設との調整によ
り確保。

Ø 救護施設についてはあらかじめ避難先を確保。何らかの事情で、あらかじめ選定した避
難先施設が使用できない場合には、滋賀県災害対策本部が受入先を調整。

Ø 医療機関は所在しない。

施設区分

避難元施設

施設数
（施設）

入所定員
（人）

社会福祉施設

障害福祉サー
ビス事業所等 2 34

救護施設 2 360

合 計 4 394

＜ UPZ内 ＞ ＜ UPZ外 ＞

避難先施設

受入候補施設
数（施設）

受入可能人数
（人）

23 949

3 360

26 1309

障害福祉サービス事業
所等、候補施設との調
整により受入先を確保。
救護施設についてはあ
らかじめ受入先を確保。

※平成２９年４月１日時点
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滋賀県のUPZ内における在宅の避難行動要支援者の防護措置

Ø 在宅の避難行動要支援者及び同居者並びに屋内退避や避難に協力する支援者に対し、防災行政無線、広報
車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて情報提供を行い、在宅の避難行動要支援者の屋内退避・一時
移転等を実施。

Ø 支援者の同行により、地域住民と一緒に避難できる在宅の避難行動要支援者は、一時移転等が必要となった
際には、高島市が準備した避難先に一時移転等を行う。なお、介護ﾍﾞｯﾄﾞ等が必要な在宅の避難行動要支援者
は、避難先にて設置している福祉避難ｺｰﾅｰを利用。

Ø 支援者のいない者については、今後支援者を確保していく。また、支援者を確保できない場合においても、高島
市職員、自治会、消防職員・団員等の協力により屋内退避・一時移転等ができる体制を整備。

市町 UPZ内（人）

高島市 ４８（３６）

UPZ 内の在宅の避難行動要支援者数（暫定値）

※1 （ ）内は支援者有り
※2 平成29年4月現在

避難先
（避難所内に福祉避難

コーナーを設置）

同居者・支援者

高島市職員
・消防団員等

連絡等

協力在宅避難行動
要支援者

屋内退避

防災行政無線・広報車・緊急速報メール
サービス・ＴＶ・ラジオ等による情報提供

高島市災害対策本部

一時移転等
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滋賀県におけるUPZ内の一般住民の防護措置

Ø 国の原子力災害対策本部は、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果に基づき、OIL1に該当すると特定された

区域及びOIL2に該当すると特定された区域に対し一時移転等を指示。

Ø 国の原子力災害対策本部の指示に基づき、高島市災害対策本部より、防災行政無線、広報

車、緊急速報ﾒｰﾙｻｰﾋﾞｽ、TV、ﾗｼﾞｵ等を用いて一時移転等の指示を伝達。

Ø 当該住民は避難計画で定めている避難先へ一時移転等を実施。

Ø 滋賀県では、渋滞抑制の観点から、原則ﾊﾞｽによる移動を実施。

＜UPZ内市町の避難先＞

※平成成29年4月１日時点

市町名 県内避難先 県外避難先

高島市
（537人）

高島市内 大阪府
大阪市、枚方市

高槻市
（合計：537人）

地域コミュニティの確保と行政支援継続の観点から、高
島市内、県内避難を優先的に検討し、自然災害等により
県内での受入れが困難な場合は県外に避難。

高島市災害対策本部

一時移転等の指示

屋内退避

一時移転等対象者

徒歩等

バス等

避難先施設

一時集合場所

住民

※バス等による
移動
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高島市におけるUPZから避難先施設までの主な経路

朽木中学校

【広域避難経路（県外）】
＜今津地域＞
国道303号→避難中継所（今津総合運動公
園）→県道534号→国道161号→名神高速
道路（大山﨑IC）→国道171号→高槻市
（又は）
国道303号→避難中継所（今津総合運動公
園）→県道534号→国道161号→京都東
IC→名神高速道路→ 京都南IC→京阪国道
→枚方市

＜朽木地域＞
（県道781号→）県道23号→国道367号→避
難中継所（朽木中学校）→県道23号→国道
161号→京都東IC→名神高速道路→第二
京阪道路→門真IC→大阪市

【凡例】

避難中継所（避難退域時検査場所）候補地 避難先

市内避難経路 広域避難経路 その他の主要な避難経路

広域避難先

（大阪市・枚方市・高槻市）

大阪市

枚方市

高槻市

くつき

くつき

くつき

今津総合運動公園

避難先（市内）
（今津中学校ほか２箇所）高島市

Ø 滋賀県及び高島市は、警戒事態で災害警戒本部を設置し、施設敷地緊急事態で災害対策本部に移行。

Ø 滋賀県は住民の一時移転等に備え、滋賀県ﾊﾞｽ協会に緊急時における輸送力確保の協力協定に基づき、ﾊﾞｽの派遣準備を要請。

Ø 高島市は、職員配置表や職員の行動ﾏﾆｭｱﾙ等に基づき、一時移転等の対象となる各地区に職員を配置。

Ø 市内、県内避難を優先的に検討し、自然災害等により県内での受入れが困難な場合は県外に避難。

Ø 地区毎にあらかじめ避難経路を設定。自然災害等により避難経路が使用できない場合は、他のﾙｰﾄにより避難を実施。

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)

【高島市内の避難経路】
＜今津地域＞
国道303号→避難中継所（今津総合運動公
園）→県道534号→今津中学校

＜朽木地域＞
（県道781号→）県道23号→国道367号→避
難中継所（朽木中学校）→グリーンパーク想
い出の森、朽木中学校
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※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合など、関係自治体の要請により実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊 ）が必要に応じ支援を実施

自然災害等により孤立した場合の対応（滋賀県）

今津総合運動公園

グリーンパーク
想い出の森

雲洞谷集会所

（雲洞谷区33世帯78人）

天増川集会所

（天増川区9世帯12人）

Ｈ

朽木西小学校

（生杉区12世帯24人）

（針畑区20世帯37人）

＜凡例＞

：集会所（集合予定人数）

Ｈ ：ヘリポート適地等

：一時集合場所（集合予定人数）

：重点的に復旧が必要な避難経路

：避難経路

京都精華大学朽木

グラウンド

角川ヴィラグラウンド

Ø UPZ内では全面緊急事態となった場合、屋内退避を行う。その後、住民避難等の指示が出た場合には、一時移転等を実施。
Ø 高島市内のUPZは山地であることから、自然災害の発生等により孤立するおそれが高く、避難にあたり道路が使用できない

ような場合には、空路での避難体制が整うまで屋内退避を継続し、避難体制が十分に整った段階で一時移転等を実施。
Ø 家屋で屋内退避ができない場合は、集会所または一時集合場所で屋内退避を行う。集会所等には、屋内退避が長期化し

たときの生活用品等の備蓄を実施。
Ø 道路等の管理者は、孤立した地区の避難路を優先して、迅速かつ的確な道路啓開、仮設等の応急復旧を行い､早期の道路

交通の確保に努める。

ECC学園高等学校
（48人）

角川ヴィラ
（138人）

朽木公民館
（157人）

桑原集会所

（桑原区7世帯15人）

能家集会所

（能家区9世帯12人）

Ｈ

Ｈ

あますがわ

はりはた

くつ き

おいすぎ

きょうと せいか だいがく くつき

くわ ばら

のう げ
う と だに

つのがわ

木地山集会所

（木地山区8世帯16人）

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)
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暴風雪や大雪時などにおけるUPZ内の防護措置

Ø 暴風雪や大雪時など、気象庁から特別警報等が発令された場合には、外出を控える等

の安全確保を優先する必要があるため、天候が回復するなど、安全が確保されるまでは、

屋内退避を優先。

Ø その後、天候が回復するなど、安全が確保できた場合には、一時移転等を実施。

住民等

施設敷地緊
急事態

警戒
事態

全面緊急事態

天候回復

徒歩等

＜全面緊急事態で天候が回復した場合＞

バスによる避難

ＵＰＺ外

避難先屋内退避準備

一時集
合場所

自家用車等による避難

自宅等にて屋内退避

OIL基準の超過

暴風雪や大雪時など（気象庁における特別警報等の発令）
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施設敷地緊急事態
（屋内退避準備要請）

警戒
事態 全面緊急事態（屋内退避指示）

自然災害等（地震※1）により屋内退避が困難となる場合の基本フロー

Ø 地震による家屋の倒壊等により、家屋における滞在が困難な場合には、安全確保のため市町にて開設する近隣の指定避難所等に避

難を実施。

Ø その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示がでている中で余震が発生し、家屋や既に避難している近隣の指定避難所等への被害が

更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場合には、人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最優先することが重要。

このことから、市町にて開設するUPZ内の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているUPZ外の避難先へ速やかに避難を行う※２。

Ø なお、屋内退避指示中に避難を実施する際には、国及び関係府県等は、住民等の避難を安全かつ円滑に実施するため、避難経路や

避難手段、国が提供する原子力発電所の状況や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果、気象情報等について、確認・調整等を行う。

余
震
発
生

地
震
発
生

家屋が倒壊等した場合に
は、近隣の指定避難所等

にて屋内退避

自家用車・バスによる避難

自家用車・バスによる避難

屋内退避準備

ケ
ー
ス
１

ケ
ー
ス
２

自宅にて屋内退避

ＵＰＺ外

府県内外避難先

・原子力災害時に備えあら
かじめ設定している府県内
避難先

府県内外避難先：Ｐ５８参照

＜屋内退避中に余震が発生し被害が激しくなった場合＞

家屋が倒壊等した場合には、市町にて
開設する近隣の指定避難所等へ避難

※１ 津波災害時や大雨による土砂災害時においても基本的には同様のフローとなる。

余震発生に伴い、屋内退避の
継続が困難な状況が発生

※２ 仮に、放射性物質放出に至った場合に避難するような場合には、住民の被ばく量を可能な限り低減するため、身体に放射性物質が付着しないようにレインコート等を着用したり、
放射性物質を体内に吸い込まないようマスクをしたり、タオルやハンカチ等で口や鼻を覆う等の対策を周知。

既に避難している近隣の指定
避難所等にて屋内退避
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Ø UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。こ
こではあえて、福井県UPZ内全域において福祉車両による避難が必要な要支援者が、一時移転等を実施すると
仮定した場合の輸送能力を確保する。

Ø 必要となる輸送能力は、車椅子車両が56台、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両が39台に対して、福井県内における保有車両数はそ
れぞれ、704台と89台であり、必要台数を要請し確保。

Ø また、要支援者の一時移転等の際には、まずは県内で保有している福祉車両を利用して避難することを優先する
が、それでも不足するような場合には、（一社）福井県ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸｼｰ（800台）を活用。
（車椅子を荷台に積むことや座席のﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ利用などにより、福祉車両と同等の輸送が可能。）

Ø なお、それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部にて福祉車両の確保にむけた調
整を行う。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

在宅 ２６０台 １７５台

医療機関 １７３台 ２５３台

社会福祉施設 ３５０台 １０５台

合計 ７８３台※１ ５３３台※２

※１ 車椅子車両は１台当たり２名の要支援者の搬送をするこ
とを想定
※２ ストレッチャー車両は１台当たり１名の要支援者の搬送
をすることを想定

必要車両台数 ５６台 ３９台 ・ピストン輸送（１４往復）を想定

県内の福祉車両保有数 ７０４台 ８９台
・県内における医療機関や社会福祉施設等における保有台

数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

（一社）福井県タクシー協会
に所属するタクシー保有数

８００台（平成29年2月時点）
・一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に
積むことや座席のリクライニング利用や支援者の同伴により、
福祉車両と同等の輸送能力が確保可能

※ この他、関西電力の保有する福祉車両（車椅子車両４台、ストレッチャー・車椅子兼用車両２１台）について活用

UPZ内市町の一時移転等における福祉車両の確保（福井県）
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Ø UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。ここではあ
えて、京都府UPZ内全域において福祉車両による避難が必要な要支援者が、一時移転等を実施すると仮定した場合の輸
送能力を確保する。

Ø 必要となる輸送能力は、車椅子車両が47台、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両が40台に対して、京都府内における保有車両数はそれぞれ、
115台と81台（148台※１）であり、必要台数を要請し確保。

Ø また、要支援者の一時移転等の際には、まずは府内で保有している福祉車両を利用して避難することを優先するが、それ
でも不足するような場合には、（一社）京都府ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸｼｰ（6,047台）を活用。

（車椅子を荷台に積むことや座席のﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ利用などにより、福祉車両と同等の輸送が可能。）
Ø なお、それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部にて福祉車両の確保にむけた調整を行う。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

在宅 ２０４台 ４４台

医療機関 １９２台 ３６２台

社会福祉施設 ２６１台 １４４台

合計 ６５７台※２ ５５０台※３

※２ 車椅子車両は１台当たり２名の要支援者の搬送をするこ
とを想定
※３ ストレッチャー車両は１台当たり１名の要支援者の搬送
をすることを想定

必要車両台数 ４７台 ４０台 ・ピストン輸送（１４往復）を想定

府内の福祉車両保有数※４ １１５台 ８１台

※４ 京都府及び府内ＵＰＺ市町における医療機関や社会

福祉施設等における保有台数の合計数（消防の保有する救
急車の台数を除く）

（一社）京都府タクシー協会
に所属するタクシー保有数

６，０４７台（平成29年4月時点）
・一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に
積むなどすることで、車椅子専用の福祉車両と同等の輸送
能力が確保可能

※ この他、関西電力の保有する福祉車両（車椅子車両４台、ストレッチャー・車椅子兼用車両２１台）について活用

UPZ内市町の一時移転等における福祉車両の確保（京都府）
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※１ ストレッチャー車両には、複数のストレッチャーを搬送できる車両を含むため、搬送可能数は１４８台に相当



Ø UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される点に留意。こ
こではあえて、滋賀県UPZ内全域において福祉車両による避難が必要な要支援者が、一時移転等を実施すると仮
定した場合の輸送能力を確保する。

Ø 必要となる輸送能力は、車椅子車両が3台、ｽﾄﾚｯﾁｬｰ車両が1台に対して、滋賀県内における保有車両数はそれ
ぞれ、228台と20台であり、必要台数を要請し確保。

Ø また、要支援者の一時移転等の際には、まずは県内で保有している福祉車両を利用して避難することを優先する
が、それでも不足するような場合には、（一社）滋賀県ﾀｸｼｰ協会に所属するﾀｸｼｰ（1,148台）を活用。
（車椅子を荷台に積むことや座席のﾘｸﾗｲﾆﾝｸﾞ利用などにより、福祉車両と同等の輸送が可能。）

Ø なお、それでも必要車両数が確保できない場合には、国の原子力災害対策本部にて福祉車両の確保にむけた調
整を行う。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

車椅子車両 ストレッチャー車両 備考

在宅 ９台 １台

医療機関 － －

社会福祉施設 ２３台 ０台

合計 ３２台※１ １台※２

※１ 車椅子車両は１台当たり１名の要支援者の搬送をするこ
とを想定
※２ ストレッチャー車両は１台当たり１名の要支援者の搬送
をすることを想定

必要車両台数 ３台 １台 ・ピストン輸送（１４往復）を想定

県内の福祉車両保有数 ２２８台 ２０台
・県内における医療機関や社会福祉施設等における保有台

数の合計数（消防の保有する救急車の台数を除く）

（一社）滋賀県タクシー協会
に所属するタクシー保有数

１，１４８台（平成29年4月時点）
・一般タクシーは、車椅子（大型電動車椅子を除く）を荷台に
積むなどすることで、車椅子専用の福祉車両と同等の輸送
能力が確保可能

UPZ内市町の一時移転等における福祉車両の確保（滋賀県）

※ この他、関西電力の保有する福祉車両（車椅子車両４台、ストレッチャー・車椅子兼用車両２１台）について活用
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UPZ内市町の一時移転等における輸送能力の確保（福井県）

Ø UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される
点に留意。福井県では県内避難先に原則自家用車により一時移転等を実施することとなるが、ここ
ではあえて、福井県におけるUPZ内全域が、一時移転等を実施すると仮定した場合の輸送能力を確
保する。

Ø 必要となる輸送能力は、想定対象人数3,645人、必要車両数83台に対して、福井県内ﾊﾞｽ会社の保
有車両数は878台と必要台数を要請し確保。

Ø なお、県内の輸送手段では不足する場合、関西広域連合等関係機関が関西圏域の府県及び隣接
府県等の関係団体から輸送手段を調達する（詳細についてはP98参照）。

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

合計 おおい町 小浜市 高浜町 若狭町 美浜町 備考

対象人数
（想定）

(人)

UPZ内人口 72,864 7,552 29,655 10,570 15,313 9,774 Ｈ29.4.1時点

バスによる一
時移転等が必
要となる住民

3,645 378 1,483 529 766 489

・UPZ内人口×0.05
・住民の5％がバスによる

一時移転等が必要となる
と想定※1

必要車両台数※2 83 9 33 12 18 11
バス1台当たり45人程度の
乗車を想定

福井県内のバス会社
保有車両 878（平成28年12月時点）

福井県内のバス会社から必要
な輸送手段を調達

関西圏域及び隣接府県
保有台数 13,165

関西広域連合等関係機関が
関係団体から輸送手段を調達

※1 福井県避難時間推計シミュレーションに基づく想定。
※2 県内避難先の被災等により県外避難する一部住民については、集団で避難することを基本に、自家用車の乗り合わせやさらなるバスの確保を実施。

ちょう おばまし わかさちょう
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UPZ内市町の一時移転等における輸送能力の確保（京都府）

Ø UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される
点に留意。ここではあえて、京都府におけるUPZ内全域が一時移転等を実施すると仮定した場合の
輸送能力を確保する。

Ø 必要となる輸送能力は、想定対象人数84,885人、必要車両数1,417台に対して、京都府内ﾊﾞｽ会社の
保有車両数は2,298台と必要台数を要請し確保。

Ø なお、府内の輸送手段では不足する場合、関西広域連合等関係機関が関西圏域の府県及び隣接
府県等の関係団体から輸送手段を調達する（詳細についてはP98参照）。

※1 京都府避難時間推計シミュレーションに基づく想定
※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

合計 舞鶴市 綾部市 南丹市 京丹波町 京都市 備考

対象人数
（想定）
（人）

UPZ内人口 84,885 79,354 1,600 3,352 278 301 H29.4.1時点

バスによる一時移
転等が必要となる
住民

63,665  59,516 1,200 2,514 209 226 

・UPZ内人口×0.75
・住民の75％がバスによる

一時移転等が必要となる
と想定※1

必要車両台数 1,417 1,323 27 56 5 6
バス1台当たり45人程度の乗車
を想定

京都府内のバス会社
保有車両 2,298（平成28年3月時点）

京都府内のバス会社から必要
な輸送手段を調達

関西圏域及び隣接府県
保有台数 13,165

関西広域連合等関係機関が関
係団体から輸送手段を調達

なん たん し きょう たんば ちょうまい づる し あや べ し
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UPZ内市町の一時移転等における輸送能力の確保（滋賀県）

Ø UPZ内で一時移転等の対象となる区域は、UPZ内全域ではなく、その一部に留まることが想定される
点に留意。ここではあえて、滋賀県におけるUPZ内全域が一時移転等を実施すると仮定した場合の
輸送能力を確保する。

Ø 必要となる輸送能力は、想定対象人数537人、必要車両数32台に対して、滋賀県内ﾊﾞｽ会社の保有
車両数は505台であり、必要台数を要請し確保。

Ø なお、県内の輸送手段では不足する場合、関西広域連合等関係機関が関西圏域の府県及び隣接
府県等の関係団体から輸送手段を調達する（詳細についてはP98 参照）。

※ 不測の事態により上述の輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

高島市 備考

対象人数
（想定）
（人）

UPZ内人口 537 H29.4.1時点

バスによる一時移転等が
必要となる住民

537
・UPZ内人口
・住民の100％がバスによる一時移
転等が必要となると想定

必要車両台数 32
バス１台当たり１７人程度の乗車を
想定

滋賀県内のバス会社
保有車両（観光バス） 505 （平成29年4月時点）

滋賀県内のバス会社から必要な輸
送手段を調達

関西圏域及び隣接府県
保有台数 13,165 関西広域連合等関係機関が関係団

体から輸送手段を調達
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国、関係機関による輸送能力の確保

※ 不測の事態により確保した輸送能力で対応できない場合、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）に支援を要請

府県名
保有台数

（台）

石川県 1,229

三重県 1,230

大阪府 4,022

兵庫県 3,917

奈良県 1,006

和歌山県 706

鳥取県 540

徳島県 515

計 13,165

各府県保有バス台数

UPZ

PAZ

【関西広域連合の協定に基づく要請フロー】

避難元府県内の輸送手段で対応困難

避難元府県は、他の府県のバス協会又はそ
の会員への協力依頼を関西広域連合に要請

関西広域連合は、速やかに府県と調整し、
応援の割当てを定めた応援計画を作成

応援府県は、応援計画に基づき、府県バス協
会又はその会員に対し協力を要請

バス協会又はその会員による住民輸送の実施

鳥取県

兵庫県

徳島県

大阪府

奈良県

和歌山県

滋賀県

石川県

福井県、京都府及び滋賀県内の輸送手段で不足する場合の輸送能力の確保については、
Ø 関西広域連合等関係機関が関西広域連合※の構成府県及び連携県並びに隣接府県等の関係団

体から輸送手段を調達
※平成27年12月に近畿2府8県及び関西広域連合にて「大規模広域災害時におけるﾊﾞｽによる緊急輸送に関する協定」を締結

Ø 上記手段により確保した輸送手段で対応できない場合、国の原子力災害対策本部からの依頼に基
づき、国土交通省が関係団体、関係事業者に対し、協力を要請し必要な輸送能力を確保する。

三重県
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他の地方公共団体からの応援計画①

北陸三県災害時等の相互応援に関する協定（平成21年5月18日）
【対象】
富山県、石川県、福井県
【応援内容】
①被災地の情報収集並びに人員及び資機材の輸送等に係わるヘリコプターの派遣
②救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣並びにボランティアの
あっせん
③食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供及びあっせん
④被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供
及びあっせん
⑤避難、救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑥被災者等の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑦ゴミ、し尿処理等のための車両及び施設のあっせん
⑧医療機関による傷病者の受入
⑨その他要請のあった事項

福井県・奈良県災害時等の相互応援等に関する協定（平成26年6月11日）
【応援内容】
①救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣及びボランティアの
あっせん
②食料、飲料水及び生活必需品並びにその提供に必要な資機材の提供及びあっせん
③被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供
及びあっせん
④救助及び救援活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑤被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑥その他特に要請のあった事項
⑦平常時における、原子力防災に関する情報の提供、普及啓発、研修の実施等
⑧原子力災害時の避難受入れにかかる関係市との調整等の協力

福井県・石川県災害時等相互応援等に関する協定（平成26年6月11日）
【応援内容】
①広域避難に係る避難者の受け入れ調整
②原子力防災活動資機材の提供
（緊急時モニタリング資機材・原子力防災活動資機材・緊急時医療資機材）
③原子力防災関係職員の派遣
（緊急時モニタリング関係職員・緊急時医療関係職員・その他原子力災害対策関係職員）

近畿圏危機発生時の相互応援に関する基本協定（平成24年10月25日）
【対象】
福井県、三重県、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、徳島県、
関西広域連合
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤その他特に要望のあった事項

中部9県1市災害時等の応援に関する協定（平成19年7月26日）
【対象】
富山県、石川県、福井県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、滋賀県、
名古屋市
【応援内容】
①応援物資等の提供及びあっせん並びに人員の派遣
②避難場所等の相互使用、緊急輸送路の共同啓開等被災県市等の境界付近における
必要な措置
③被災者等の一時収容のための施設の提供
④医療機関による傷病者の受入れ
⑤その他特に要請のあった事項

福井県・岐阜県災害時等の相互応援等に関する協定（平成7年10月6日）
【応援内容】
①被災地の情報収集及び人員、資機材輸送等のためのヘリコプターの派遣
②救助及び応急復旧に必要な医療職、技術職等の職員の派遣及びボランティアの
あっせん
③食料、飲料水及び生活必需品並びにその提供に必要な資機材の提供及びあっせん
④被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材、物資等の提供
及びあっせん
⑤救援及び救助活動に必要な車両等の提供及びあっせん
⑥被災者の一時収容のための施設の提供及びあっせん
⑦ごみ、し尿処理のための車両及び施設のあっせん
⑧その他特に要請のあった事項

Ø 原子力災害又は地震、津波との複合災害が発生した場合、国からの支援のほか、福井県、京都府及び滋賀県に対
する関係地方公共団体からの支援策として、近隣府県や広域圏、または全国規模の応援協定が締結されている。
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他の地方公共団体からの応援計画②

全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定（平成24年5月18日）
【応援内容】
①人的支援及び斡旋
②物的支援及び斡旋
③施設又は業務の提供及び斡旋
④その他特に要請のあったもの

原子力災害時の相互応援に関する協定（平成13年1月31日）
【対象】
北海道、青森県、宮城県、福島県、茨城県、新潟県、石川県、福井県、静
岡県、京都府、島根県、愛媛県、佐賀県、鹿児島県
【応援内容】
①原子力防災資機材の提供
②職員の派遣

関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成23年10月31日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取
県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、九州地方知事会（福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県、沖縄県、山口県）
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③避難施設及び住宅の提供
④緊急輸送路及び輸送手段の確保
⑤医療支援
⑥その他応援のため必要な事項

関西広域連合と九都県市との災害時の相互応援に関する協定（平成26年6月11日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取
県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、相模原市
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤車両、ヘリコプター、船舶等の輸送手段の確保
⑥医療支援
⑦その他特に要請のあった事項

関西広域連合と中国地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成29年6月5日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、中国地方知事会（鳥取
県、島根県、岡山県、広島県、山口県）
【応援内容】
①住民の避難
②被災者等の救援・救護及び災害応急・復旧対策に係る人的・物的支援
③施設若しくは業務の提供又はそれらの斡旋
④その他特に要請のあった事項

関西広域連合と四国知事会との災害時の相互応援に関する協定
（平成29年6月6日）
【対象】
関西広域連合（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥
取県、徳島県、京都市、大阪市、堺市、神戸市）、四国知事会（徳島県、
香川県、愛媛県、高知県）
【応援内容】
①職員の派遣
②食料、飲料水及び生活必需品の提供
③資機材の提供
④避難者及び傷病者の受入れ
⑤車両、ヘリコプター、船舶等の輸送手段の確保
⑥医療支援
⑦その他被災した構成府県市が要請した措置
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７．放射線防護資機材、物資、
燃料備蓄・供給体制
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PAZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄体制

備蓄拠点 対象者

大飯オフサイトセンター
おおい町役場
小浜市役所

自治体職員、避難誘導者
バス運転者等防災関係者

小浜警察署
若狭消防本部
若狭消防署大飯分署

警察職員
消防職員、消防団員 等

はまかぜ交流センター
大島小学校
福井県栽培漁業センター

施設管理者、避難誘導者等

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ個人線量計

小浜市役所

大飯オフサイトセンター
（放射線防護施設）

若狭消防本部

福井県栽培漁業センター
（放射線防護施設）

はまかぜ交流センター
（放射線防護施設）

大島小学校
（放射線防護施設）

PAZ

Ø 福井県は、 PAZ内の防護対策を担う自治体職員、警察・消防職員（消防団員を含む）のほか、ﾊﾞｽ

会社等の運転者、放射線防護施設の施設管理者等向けに防護服・個人線量計等の放射線防護資
機材を備蓄。

Ø 緊急時には、放射線防護資機材を避難誘導者、運転者に配布し、万一に備え避難搬送時に携帯。
Ø 平時にはこれらの使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

ちょう

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)

おおい町役場
小浜警察署

若狭消防署大飯分署 （凡例）
：放射線防護資機材備蓄拠点
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福井県におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

Ø UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

Ø 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

Ø また、PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

福井県原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

PAZ

UPZ

（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点

美浜オフサイトセンター

敦賀オフサイトセンター

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

大飯OFC、高浜OFC 、美浜OFC、
敦賀OFC、関係市町庁舎 等

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)
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PAZ

UPZ

京都府におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

京都府原子力災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

関係広域振興局庁舎、
関係市町庁舎 等

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取

Ø UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

Ø 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

Ø また、 PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。
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滋賀県におけるUPZ内防護措置に備えた放射線防護資機材の備蓄・供給体制

PAZ

UPZ

一時集結拠点
一部の避難退域時検査場所を活用

一時集合場所等

住民の一時移転等を実施

資機材の搬送

滋賀県災害対策本部

輸送事業者等

連絡・調整

住民搬送等を担う輸送事業者等に対する
放射線防護資機材の配布体制

資機材搬送を担う事業者 住民搬送を担う事業者

資機材の受取

資機材の受取

放射線防護資機材備蓄拠点

高島市庁舎、消防本部

資機材備蓄拠
点もしくは一時
集結拠点にて
資機材の受取

移動 資機材の受取

（凡例）

：一時集結拠点：放射線防護資機材備蓄拠点 (C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

Ø UPZ内一時移転等において住民搬送を担う輸送事業者等には、原則、放射線防護資機材備蓄拠点や緊急時に設置

する一時集結拠点（一部の避難退域時検査場所を活用）で放射線防護資機材を配布。

Ø 一時集結拠点等では、放射線防護資機材の使用方法に関する説明のほか、避難者搬送等の業務が、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

における直近の観測結果等を基に、被ばく線量の管理目安である積算1mSvを下回ることをあらかじめ確認。

Ø また、 PAZ同様、平時から放射線防護資機材の使用方法に関する訓練・研修を定期的に実施。
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原子力事業者による放射線防護資機材等の支援体制

Ø 原子力事業者は、放射線防護資機材を各原子力事業者で支援をするため、「原子力災害時におけ

る原子力事業者間協力協定」の内容を充実させて締結。

Ø 原子力災害発災後の避難・一時移転等において、放射線防護資機材等が不足する場合、原子力事

業者は、保有する資源（要員・資機材等）を最大限供給し支援する。

資機材 数量

ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） 360台

個人線量計 1,000個

全面ﾏｽｸ 1,000個

ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ 30,000着 ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（GM管） ﾀｲﾍﾞｯｸｽｰﾂ

主な備蓄資機材

全面ﾏｽｸ

※本協定のほか、関西電力、北陸電力、中国電力、四国電力及び九州電力の５社間において「原子力事業における相互協力に関する協定」
を締結（平成28年8月5日）

個人線量計

原子力災害時における原子力事業者間協力協定※ （平成26年10月10日）

【協定事業者】

北海道電力、東北電力、東京電力、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、
四国電力、九州電力、日本原子力発電、電源開発、日本原燃

【目的】

原子力災害時における原子力事業者間協力の円滑な実施を図り、原子力災害の拡大防止及び
早期復旧の一翼を担うことを目的とする。

【協力活動の範囲】
原子力災害時の周辺地域の環境放射線モニタリング及び周辺区域の汚染検査・汚染除去に関する
事項について、協力要員の派遣・資機材の貸与その他の措置 等
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福井県、京都府及び滋賀県の関係市町における行政備蓄

避難元市町の生活物資の備蓄状況

※ 上記物資備蓄数は概数。また、上記の他に、関係市町では常備薬、炊き出し用具等、避難生活に必要な物資等を準備している。
※ 上記の数量は福井県はH28.11時点、京都府はH28.4時点、滋賀県はH29.1時点。
※ 福井県の飲料水備蓄については、浄水器（1台あたり2,000ℓ/時間造水可能）10台を利用することで対応する。

Ø 緊急時に備え、府県及び関係市町では、食料及び生活物資等の備蓄を実施。万が一不足等が生じ
る事態となった場合、府県が調整を行い、それぞれの府県内の全市町より、備蓄した食料及び生活
物資等を融通する体制を整備。

福井県関係市町 京都府関係市町
滋賀県

関係市町

福井県
おおい

町 高浜町 若狭町 小浜市 美浜町 京都府 舞鶴市 綾部市 南丹市 京丹波町 京都市 滋賀県 高島市

食料品
（食）

58,920 6,120 4,110 3,020 16,286 1,680 148,109 10,638 4,190 9,964 9,930 640,500 258,460 35,070

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

- 3,432 100,468 1,200 3,232 1,008 56,035 3,912 2,359 7,416 5,400 444,000 9,408 34,356

毛布
（枚）

19,480 900 1,657 961 2,440 1,610 63,231 3,555 4,180 698 790 72,288 26,950 11,450

簡易ﾄｲﾚ
（基）

〈括弧内
は携帯型
の個数〉

237 22 53 33 23 －
〈1,400〉

10
〈26〉 〈54〉 〈340〉

8
〈50〉

1,431
〈2,336〉

- 20
〈872〉

わか さ ちょう お ばま し きょうたんばちょうなんたんしまいづる し あやべ し
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福井県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

福
井
県

災害時における
応急生活物資の
協力に関する協
定

災害発生時にお
ける応急生活物
資の供給

福井県米穀(株)、福井県生活協同
組合連合会、福井県経済農業協同
組合連合会、福井県地方卸売市場
協議会、(一財)福井市中央卸売市
場協会、(株)バロー、(有)南部酒造
場、(株)ﾊｲﾋﾟｰｽ、(株)若狭瓜割、
(株)おおい、北陸ｺｶ・ｺｰﾗﾎﾞﾄﾘﾝｸﾞ
(株)、ｻﾝﾄﾘｰﾌｰｽﾞ(株)、ｷﾘﾝﾋﾞﾊﾞﾚｯ
ｼﾞ(株)北陸支社、(株)ﾛｰｿﾝ、(株)ﾌｧ
ﾐﾘｰﾏｰﾄ、大塚製薬(株) 、西日本段
ボール工業組合

災害時等におけ
る燃料の供給に
関する協定

災害時等におけ
る燃料の供給

福井県石油業協同組合、(社)福井
県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会

災害時等におけ
る緊急・救援輸送
等に関する協定

災害発生時にお
ける緊急・救援物
資等輸送、専門
家等の派遣

（一社）福井県ﾄﾗｯｸ協会

災害時等におけ
る物資の保管等
に関する協定

災害発生時にお
ける救援物資の
受け入れ、仕分
け、保管・管理お
よび出庫

福井県倉庫協会

Ø 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められ
る状況になった場合に備え、福井県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を
民間企業等と締結。

市町 協定の種類・締結民間企業等

おおい町
生活物資等の供給【福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会福井支部】

小浜市

生活物資等の供給 【NPO法人コメリ災害対策ｾﾝﾀｰ、
福井県民生活協同組合、㈱ママーストアー】

燃料等の供給【福井県石油業協会若狭支部、(社)福
井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会若狭支部】

高浜町

生活物資等の供給【NPO法人コメリ災害対策セン
ター、福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会若狭支部】

若狭町
生活物資等の供給【JA若狭、JA敦賀美方、協同組
合三方SC、㈱PLANT、㈱若狭瓜割、㈱光洋若狭工
場、福井県民生活協同組合】

美浜町

生活物資等の供給【NPO法人コメリ災害対策セン
ター、㈱ティケーエス、美浜町衣料品組合、敦賀美
方農業協同組合、美浜町商業振興協同組合、美方
菓子組合美浜支部、美浜町食品組合、美浜町料理
飲食店組合、福井県民生活協同組合】

燃料等の供給【(社)福井県ｴﾙﾋﾟｰｶﾞｽ協会敦賀支部、
美浜町石油組合）】

ちょう

お ばま し

わかさちょう

※ 法人名等は協定締結当時の名称 108



京都府における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

Ø 関係市町及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められ
る状況になった場合に備え、京都府は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を
民間企業等と締結。

※ 法人名等は協定締結当時の名称

市町 協定の種類・締結民間企業等

舞鶴市
生活物資等の供給【舞鶴商工会議所、㈱エール、NPO法人コメリ
災害対策センター、ゴダイ㈱】
燃料等の供給【(社）京都府エルピーガス協会舞鶴支部】

綾部市

生活物資等の供給【京都丹の国農業協同組合、㈱マツモト、近畿
コカ・コーラボトリング㈱、NPO法人コメリ災害対策センター、ゴダイ
㈱】
燃料等の供給【(社）京都府エルピーガス協会綾部支部】

南丹市

生活物資等の供給【㈱ケーエスケー、㈱Aコープ園部店、㈱井筒八
ツ橋本舗、男前豆腐店㈱、京都農業協同組合、㈱湖池屋、NPO法
人コメリ災害支援センター、㈱仙太郎、㈱ダイコー、㈱虎屋、南丹
市商工会、日本ミルクコミュニティ㈱、㈱伏見屋、㈱マツモト、近畿
コカ・コーラボトリング㈱】
燃料等の供給【(社)京都府エルピーガス協会南丹船井支部】

京丹波町
生活物資等の供給【近畿コカ・コーラボトリング㈱】
燃料等の供給【(社)京都府エルピーガス協会南丹船井支部】

京都市

生活物資等の供給【㈱大丸松坂屋百貨店大丸京都店、㈱高島屋
京都店、㈱藤井大丸、㈱ジェイアール西日本伊勢丹、㈱ファミリー
マート、㈱セブン－イレブン・ジャパン、㈱ローソン、京都生活協同
組合、関係中央卸売市場、京都パン共同組合、全日本パン共同組
合連合会近畿倒壊北陸ブロック、伏見酒造組合、コカ・コーラウエ
スト㈱、ダイドードリンコ㈱西日本営業部、サントリーフーズ㈱近畿
支社、樋口鉱泉㈱、コーナン商事㈱、京都福祉介護用品協会、（一
社）日本非常食推進機構】
燃料等の供給【京都府石油商業組合、(一社)京都府LPガス協会】
物資等の輸送【(一社)京都府トラック協会、(公社)京都青年会議所、
(一社)京都府バス協会、佐川急便㈱西日本支社、ヤマト運輸㈱】

まい づる し

あや べ し

なん たん し

きょうたんばちょう

協定の種類 内容 締結民間企業等

京
都
府

災害時における
応急生活物資
の供給協力に関
する協定

災害時における
応急対策物資供
給等

府JA中央会、府生協連､イズミ
ヤ、イオンリテール、西友、ダイ
エー、大丸京都店、高島屋京
都店、藤井大丸、ＪＲ伊勢丹、
NPO法人コメリ災害対策セン
ター、㈱ローソン、㈱ファミリー
マート、㈱サークルＫサンクス、
コカ･コーラウエスト㈱、ダイドー
ドリンコ㈱西日本営業部、サン
トリーフーズ㈱近畿支社、京都
パン協同組合、全日本パン協
同組合連合会近畿東海北陸ブ
ロック、㈱ケーヨー、「５日で５０
００枚の約束。プロジェクト」実
行委員会、（一社）京都府LPガ
ス協会

災害等緊急時に
おける貨物自動
車輸送の応援に
関する協定

災害発生時にお
ける緊急・救援
物資等輸送

(一社)京都府トラック協会

災害時の支援
活動等における
相互協力に関す
る協定

災害時における
緊急通行車両へ
の優先給油及び
被災者や帰宅困
難者への情報提
供等

京都府石油商業組合

災害時等におけ
る物資の保管等
に関する協定

災害時における
救援物資の受入
れ、仕分け、保
管及び出庫

京都倉庫協会

109



滋賀県における災害時の物資供給等に関する協定の主な締結状況

Ø 高島市及び避難先市町から物資支援の要請があった場合や要請を待ついとまがないと認められる
状況になった場合に備え、滋賀県は「災害時における応急生活物資等の協力に関する協定」等を民
間企業等と締結。

災害時における物資の供給等に関する協定の主な締結状況

※ 法人名等は協定締結当時の名称

協定の種類 内容 締結民間企業等

滋
賀
県

災害救助に必
要な物資の調達
に関する協定

災害救助に
必要な物資
の調達および
供給等

滋賀県生活協同組合連合会、㈱西友、㈱平
和堂、ジャスコ㈱近畿カンパニー、㈱草津近
鉄百貨店、ユーストア㈱、NPO法人コメリ災
害対策センター、㈱ローソン、㈱セブン-イレ
ブン・ジャパン、富士産業㈱、㈱ファミリー
マート、三笠コカ・コーラボトリング㈱

災害時の燃料
の供給に関する
協定

災害時におけ
る石油類燃料
の供給等

滋賀県石油商業組合

災害時における
物資の輸送に
関する協定

災害時におけ
る物資の輸送

（一社）滋賀県トラック協会、滋賀県漁業協
同組合連合会、琵琶湖汽船㈱、近江トラベ
ル㈱、㈱ノエビア

災害時における
物資の保管等
に関する協定

災害時におけ
る物資の輸送、
受入れ、仕分
け、保管およ
び出庫等の
物流業務

一般社団法人全国物流ネットワーク協会、
滋賀県倉庫協会

市町 協定の種類・締結民間企業等

高島市

生活物資の供給等
【生活協同組合コープしが、(株)アヤ

ハディオ、(株)ナフコ、NPO法人コメリ
災害対策センター】

燃料の供給等
【社団法人滋賀県エルピーガス協会

高島支部、滋賀県石油協同組合高島
支部】

物資等の輸送
【社団法人滋賀県トラック協会湖西

支部、高島市漁業振興連絡会】
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おおい町及び小浜市からのPAZ内避難時（県内避難）の物資備蓄・供給体制

（※）物資備蓄数は概数

協定の種類 内容

福
井
県

災害時における応急
生活物資の協力に関
する協定
ほか３協定

災害発生時に
おける応急生
活物資等の供
給

お
お
い
町

災害時における物資
供給に関する協定
ほか１協定

災害発生時に
おける応急生
活物資等の供
給

小
浜
市

災害時等における生
活物資の供給協力に
関する協定
ほか１協定

災害時等にお
ける生活物資
の供給

避難元自治体による流通備蓄
・食料品、飲料水、日用品、衣料品

・その他おおい町及び小浜市が指

定する物資

Ø おおい町、小浜市のPAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体による備蓄のほか、福井県、おおい

町及び小浜市による備蓄、さらには福井県、おおい町及び小浜市と災害時協定を締結している指定業者等からの

流通備蓄、日本赤十字社福井県支部に備蓄された物資（食料等の生活用品）等を、福井県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を

得て、避難施設に搬送する。

Ø 福井県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、福井県から、国の原子力災害対策本部に対し物資調

達の要請を行う。

お ばま し

PAZ

日本赤十字社福井県支部備蓄
・毛布：4,238枚
・緊急セット（携帯ラジオ、懐中電灯

等）：2,851個
・安眠セット（マット・枕等）：481個 等

避難元 避難先施設（県内）

小浜市

内外海地区

（泊、堅海）

越前市
福井県立武生

商業高等学校

おおい町

大島地区
敦賀市

敦賀市立粟野

中学校

越前市備蓄
・食料：9,623食
・毛布：3,316枚
・飲料水：900ﾘｯﾄﾙ
・トイレ：49個 等

敦賀市備蓄
・食料：17,854食
・毛布：5,653枚
・飲料水：82,328ﾘｯﾄﾙ
・トイレ：765個 等

敦賀オフサイトセンター備蓄
・食料：11,760食
・毛布：4,300枚
・大人用紙おむつ：680枚 等

ちょう

お ばま しちょう

うち と み

とまり かつみ

あわ の

たけ ふ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

UPZ

おおい町、小浜市備蓄
・（P107参照）

※詳細はP108参照
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おおい町及び小浜市からのPAZ内避難時（県外避難）の物資備蓄・供給体制
お ばま し

PAZ

兵庫県

川西市

姫路市

日本赤十字社兵庫県支部備蓄
・毛布：5,358枚
・緊急セット（携帯ラジオ、懐中

電灯等）：2,375セット
・安眠セット（マット・枕等）:465個 等

PAZ住民避難先（県外避難の場合）

（※）物資備蓄数は概数

避難所へ

日
本
赤
十
字
社
兵
庫
県
支
部
備
蓄
等

避難先における物資確保の流れ

※その他物資が不足する場合には、関西広域
連合と連携し必要物資を確保

物
資

物
資

受入市町の
支援物資

（必要に応じて）

おおい町及び小
浜市が調達した
物資（協定による
調達を含む）

物
資

福井県が調達した物資
（協定による調達を含む）

原子力災害対策本部の指示により
調達した物資

物
資

要
請

要
請

避難元 避難先（県外）

おおい町

大島地区

兵庫県

川西市

・加茂小学校

・久代小学校
・桜が丘小学校

・川西小学校

小浜市

内外海地区

（泊、堅海）

兵庫県
姫路市

・夢前ふれあい
の館フレンデ

うち と み

とまり かつみ

か も

くしろ

ちょう

ゆめさき

(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

UPZ

Ø おおい町及び小浜市のPAZ内からの避難住民の受入れ時には、受入先自治体の支援のほか、福井県おおい町及び小浜
市の調達した物資、日本赤十字社兵庫県支部に備蓄された物資（毛布等の生活用品）等を、福井県ﾄﾗｯｸ協会等の協力を
得て、避難施設に搬送する。

Ø 広域避難の際の避難所の運営に必要な物資については、避難元・避難先自治体が協力して確保をする。また、原子力事故
による単独災害時には、物資の流通網は健全なことが想定されるため、避難先の民間事業者等から食料品をはじめ生活
用品等の調達を積極的に行う。

Ø 物資が不足する場合には、福井県から、国の原子力災害対策本部等に対し物資調達の要請を行う。

お ばま しちょう
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福井県における物資の調達・供給

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ボランティア団体等による食料・物資の集積
・オフサイト対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時モニタリング資機材及び放射線防護資機材
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

・避難先住民や屋内退避住民への食料・物資の供給
・地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

広域物流拠点
（福井県産業会館、サンドーム福井、きらめきみなと館）

物資輸送拠点

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
物
流
拠
点

※

状
況
に
応
じ
設
置

物
資
輸
送
拠
点

搬送

地域住民のニーズ
等を踏まえた物資
供給等を要請

搬送

搬送

搬送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

広域物流拠点
（福井県産業会館）

避難先

避難先

広域物流拠点
（サンドーム福井）

避難先

円滑な物流供給のための専門家の派遣
・協定締結事業者から広域物流拠点等に専門家を派遣
・物資の保管や荷捌き等に対する助言・指導

Ø 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先
等に搬送するため広域物流拠点を指定※。広域物流拠点では、市町の要求を踏まえて必要な食料や物資を分別
し、住民の避難先等や物資輸送拠点に輸送。

Ø 物資輸送拠点では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行うとともに、広域物流拠点で
受け入れた支援物資を住民の避難先等へ円滑に輸送。

Ø 広域物流拠点・物資輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※福井県にて指定している広域物流拠点の他にも、協定に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫も物流拠点として活用。

UPZ

PAZ

物資輸送拠点物資輸送拠点

広域物流拠点
（きらめきみなと館）

広域防災拠点

（三木総合防災公園）
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・避難先住民や屋内退避住民への食料・物資の供給
・地域住民のニーズ等を踏まえた物資供給に関する各種要請
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報） 等

UPZ

避難先

避難先

広域防災拠点

（三木総合防災公園）

避難先

京都府における物資の調達・供給

国
等

避
難
先
・
屋
内
退
避
施
設
等

広
域
防
災
活
動
拠
点

地
域
内
輸
送
拠
点

搬送

搬送

搬送

搬送

住
民
の
ニ
ー
ズ
等
を
踏
ま
え
て
物
資
を
供
給

広域防災活動拠点

（丹波自然運動公園）

広域物資輸送拠点
（徳島県立防災センター）

地域住民のニーズ
等を踏まえた物資
供給等を要請

・避難・屋内退避住民に対する政府等の供給食料・物資の集積
・ボランティア団体等による食料・物資の集積
・オフサイト対応で必要となる放射線防護資機材
・追加で必要となる緊急時モニタリング資機材及び放射線防護資機材
・避難住民への食料・物資の供給
・災害関係情報（道路情報、緊急時モニタリング情報）等

広域防災活動拠点
（丹波自然運動公園 、山城総合運動公園）
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円滑な物流供給のための専門家の派遣
・協定締結事業者から広域防災活動拠点等に専門家を派遣
・物資の保管や荷捌き等に対する助言・指導

地域内輸送拠点

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

PAZ

避難先

広域防災活動拠点

（山城総合運動公園）

地域内輸送拠点

Ø 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先等に搬送するため

広域防災活動拠点を設定※。広域防災活動拠点では、市町の要求を踏まえて必要な食料や物資を分別し、住民の避難先等や地域

内輸送拠点に輸送。

Ø 地域内輸送拠点では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。

Ø 広域防災活動拠点・地域内輸送拠点は、防災業務関係者への災害関係情報の提供拠点としても活用。

※京都府にて設定している広域防災活動拠点の他にも、協定に基づき、倉庫協会に所属する倉庫業者の倉庫も物流拠点として活用。



滋賀県における物資の調達・供給

・避難・屋内退避住民に対する県外などからの緊急物資等の受け入れ、
整理、積み替え、一時保管等を行う拠点。

物資輸送拠点

・琵琶湖が県央にある地理特性を活かし、県有船や民間船舶等を利用
した湖上輸送を行うための拠点。

湖上輸送拠点

【輸送調整所の設置と緊急輸送体制】
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PAZ

UPZ

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

（凡例）

：物資輸送拠点 ：湖上輸送拠点

UPZ

Ø 物資供給の迅速性を高めるため、国や他都道府県からの大量の支援物資を円滑に受け入れ・仕分けし、避難先
等に搬送するため物資輸送拠点を、協定により選定を受けた民間倉庫（30箇所）等の空き状況等を考慮し決定。

Ø 物資の効率的な輸送を図るため、災害時に（一社）全国物流ﾈｯﾄﾜｰｸ協会、滋賀県倉庫協会、（一社）滋賀県ﾄﾗｯｸ
協会を中核とした輸送調整所を滋賀県災害対策本部内に設置し、物資輸送拠点や湖上輸送拠点等を利用して官
民共同による緊急輸送体制を構築。

Ø 物資輸送拠点では、高島市の要求を踏まえて必要な食料や物資を分別し、住民の避難先等に輸送。
Ø 輸送調整所では、地域住民のﾆｰｽﾞ等を踏まえた物資供給に関する各種要請を行う。



原子力事業者による生活物資等の支援体制

Ø 関西電力では、災害時に福井県、京都府、滋賀県及び関係市町が備蓄する生活物資が不足する場
合に備え、原子力事業本部及び原子力発電所に備蓄している食料、生活物資等を支援する備蓄体
制を整備。

Ø さらに、ﾊﾞｯｸｱｯﾌﾟとして京都府、滋賀県、大阪府等の本店・支社および近隣の事業所に備蓄している
生活物資について出来る限り支援する。

Ø 物資等の輸送に関しては、関西電力が非常災害時に備えて、日常から物流業務を委託している民
間業者と締結した資機材全般の輸送に係る協定を活用する。

生活物資の備蓄状況

食料品
（食）

飲料水
（ﾘｯﾄﾙ）

毛布
（枚）

合計 59,600 14,000 1,300

※H29.8月時点
※物資の供給は、各府県からの要請に基づき、各事業所に備蓄されている

物資を総合的に運用のうえ、要請に対応。
※上記備蓄数でも不足する場合は、必要に応じて流通物資を活用して

生活物資の確保に努める。
※その他、携帯トイレ等についても備蓄をしている。

災害時における物資の輸送に関する協定等の締結状況

協定の種類 内容 締結民間企業等

非常災害時における
資機材等の輸送用車
両の優先提供に関す
る協定

輸送車両の優先
利用等

関西圏域の民間業者

UPZ

PAZ

：本店、支社
(C)2016ZENRIN(Z05E-第175号)

各事業所に備蓄して
いる生活物資を支援

原子力事業本部、美浜発電所、
高浜発電所、大飯発電所
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物資関係省庁

関係業界団体等

民間企業

関係府県災害対策本部

関係市町災害対策本部

PAZ内 UPZ内 UPZ外

国による物資（食料等の生活用品等）の供給体制

調達要請 回答

調達要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達
物資調達の要請

総務省
厚生労働省
農林水産省
経済産業省

調達・供給
の調整

ﾄﾗｯｸ会社・民間企業

Ø 関係府県及び関係市町が備蓄している物資が不足する場合、関係府県及び関係市町から、国の原子力災害対策
本部に対し物資調達の要請を行う。

Ø 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合等、国の原
子力災害対策本部は、物資関係省庁（総務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省）に対しこの要請を伝達、ま
たは要請し、各物資関係省庁は所管する関係業界団体等に調達要請を実施し、関係府県が開設する広域物資輸
送拠点等への物資搬送を行う。

大飯オフサイトセンター

(おおい町)

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等 避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

おおい

地方公共団体
による行政備蓄

市町村が開設する
地域内輸送拠点等

関係府県が開設する
広域物資輸送拠点等

調整
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国による物資（燃料）の供給体制

Ø 関係府県及び関係市町が備蓄している燃料が不足する場合、関係府県及び関係市町から、国の原子力災害対策
本部に対し燃料調達の要請を行う。

Ø 要請を受けた、または原子力災害対策重点区域内が混乱し要請を待ついとまがないと認められた場合、国の原子
力災害対策本部は、経済産業省に対しこの要請を伝達、または要請し、経済産業省は所管する関係業界団体等
に調達要請を実施し、原則として製油所・油槽所から屋内退避施設や避難先等への搬送を行う。

経済産業省関係業界団体 等

製油所・油槽所

関係府県災害対策本部

関係市町災害対策本部

PAZ内 UPZ内

UPZ外

供給要請 回答

供給要請

回答

要請を伝達

対応状況の報告

要請を伝達

燃料調達の要請

調達・供給
の調整

中核ＳＳ等

民間企業等

一時集結拠点等

調整

※緊急車両の優先給油等

大飯オフサイトセンター

(おおい町)

原子力災害対策重点区域内
が混乱し要請を待ついとまが
ないと認められた場合必要と

判断し要請

屋内退避施設 屋内退避施設等

避難先

原子力災害対策本部

（首相官邸）

おおい
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主な物資の種類と担当省庁、関係業界団体

物資の種類 担当省庁 主要緊急物資 主な関係業界団体等

給水

厚生労働省

飲料水 周辺自治体水道局

医薬品等
一般薬、紙おむつ、

マスク 等

日本ＯＴＣ医薬品協会、
日本製薬団体連合会、

日本医療機器産業連合会、
日本医薬品卸売業連合会 等

食料等 農林水産省
パン、即席めん類、
おにぎり、缶詰 等

各種食品産業関係団体 等

生活必需品

経済産業省

仮設トイレ、
トイレットペーパー、

毛布 等

什器・備品レンタル協会、
日本家庭紙工業会、

日本毛布工業組合 等

燃料（石油・石油ガス等）
ガソリン、軽油 等

石油連盟、全国石油商業組合連合会、
独立行政法人石油天然ガス・

金属鉱物資源機構（ＪＯＧＭＥＣ） 等

貸出用機材の種類 担当省庁 主要緊急物資

通信機器 総務省
貸出用災害対策用移動通信機器

（衛星携帯電話、ＭＣＡ端末、簡易無線機）を備蓄

Ø 被災者の生活の維持のために必要な物資（食料等の生活用品等）の調達・供給は、防災基本計画
第2編 各災害に共通する対策編に基づき実施。

※物資の調達・供給に係る、関係機関等の基本的な対応については、P117、118の体制に基づき実施。 119



8．緊急時モニタリングの実施体制
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緊急時モニタリングの体制

企画調整グループ

緊急時モニタリングの企画調整を担
い、緊急時モニタリングセンター内の
活動に対する監督を行う。

情報収集管理グループ

中央との情報共有システムを維持・管
理するとともに、緊急時モニタリング
データの一元的管理等を行う。

測定分析担当

緊急時モニタリングを実施する。

＊1  国から委託を受けた民間の機関含む

Ø 国は、施設敷地緊急事態に至った原子力施設の立地道府県に緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）を設置する。

Ø 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC）の体制について、ｾﾝﾀｰ長、企画調整ｸﾞﾙｰﾌﾟ及び情報収集管理ｸﾞﾙｰﾌﾟを大

飯ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに、測定分析担当は、それぞれの府県に拠点を設置する。

Ø 高浜原子力規制事務所に大飯・高浜地域を担当する2名の上席放射線防災専門官を配置し、緊急時ﾓﾆﾀ
ﾘﾝｸﾞ体制を強化。

＊2  協定に基づく原子力事業者を含む

おお い

＊2
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大飯地域緊急時モニタリング体制

Ø 大飯地域におけるUPZ内及びその周辺の福井県、京都府及び滋賀県の11市町（福井県5市町、京都府5市
町、滋賀県1市）に、人口分布等を考慮して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ地点100地点（PAZを除く福井県33地点、京都府
30地点、滋賀県4地点、原子力事業者33地点）を設定し、防護措置の実施判断に係る連続測定を実施。

Ø 大飯発電所敷地内及びPAZ内では、9地点の測定局で連続測定を実施。
Ø UPZ外については、必要に応じて国及び原子力事業者が航空機やﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等の機動的手法を用いて緊

急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを実施。

おお い

おお い
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福井県における環境放射線モニタリング機器

Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（福井県：55局（水準調査用11局を含む。）、原子力事業者：60局）及び簡易型電子線量
計観測局（55局）で、福井県域の放射線量等を測定

・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（18台）を配備
Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備

モニタリングポスト 【115局】
可搬型モニタリングポスト 【18台】

（バッテリー付）

ガンマ線核種分析ラボ車 【1台】
（高機能モニタリングカー）

モニタリングカー 【1台】 可搬型ダストヨウ素サンプラー 【5台】

簡易型電子線量計観測局 【55局】
(バッテリー付)
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京都府における環境放射線モニタリング機器

Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（京都府：29局（水準調査用9局を含む。） 、原子力事業者：2局）及び簡易型電子線量計

（31局）で京都府域の放射線量等を測定
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（5台）を配備
Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ等を配備

モニタリングポスト 【31局】

モニタリングカー 【3台】
（走行サーベイ車）

モニタリングカー 【1台】

簡易型電子線量計 【31局】 可搬型モニタリングポスト 【5台】
（太陽光パネル＋バッテリー付）

可搬型ダストヨウ素サンプラー 【3台】
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滋賀県における環境放射線モニタリング機器

Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（15局（水準調査用9局を含む。））で、滋賀県域の放射線量等を測定
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄが使えなくなった場合に備えるとともに、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄの設置数を補完するため、
可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ（12台）を配備

Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰを配備

モニタリングポスト 【15局】 可搬型モニタリングポスト 【12台】

モニタリングカー 【2台】
可搬型ダストヨウ素サンプラー 【4台】
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緊急時モニタリング結果の共有及び公表

Ø 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの結果は、緊急時放射線ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報共有・公表ｼｽﾃﾑにより集約、EMC等の関係
機関と共有し、防護措置の実施判断に係る検討に活用するとともに、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞにより公表。

＜各種ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ情報＞

可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

簡易型電子線量計

テ
レ
メ
ー
タ※

等

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等

測
定
結
果
の
集
約

測定結果の共有

測定結果を原子力規制委員会HPで公表

原子力災害
対策本部
（ERC）

ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ

福井県
京都府
滋賀県

緊急時
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ

（EMC）

原子力災害
現地対策本部
（オフサイトセンター）

原子力災害
対策本部
（官邸）

※テレメータ：モニタリング情報収集装置 126



緊急時モニタリング実施計画

Ø 福井県、京都府、滋賀県では、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を策定している。

Ø 国は、施設敷地緊急事態に至った際に、緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ計画を参照して緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ実施計画

を定めるほか、事態の進展に応じた同実施計画の改定等を行う。

参照の上、策定及び改定

緊急時モニタリング実施計画（例）

【記載する項目の例】
＜実施項目＞

例）
○モニタリングの継続
○固定局モニタリングポストの測定間隔の変更
○必要に応じた可搬型モニタリングポストの設置
○モニタリングカーによる測定の実施
○ヨウ素サンプラーの設置・測定
○飲食物中の放射性核種濃度の測定 等

＜実施主体＞
例）
○緊急時モニタリングセンター（測定分析担当） 等

＜情報共有／報告の体制＞

＜注意事項＞ 等

【その他添付資料等の例】
○測定項目一覧
○地図及び観測局等の地点図 等

＜緊急時モニタリング計画＞

福井県緊急時モニタリング計画

平成２８年３月
【第２版】

福 井 県

京都府緊急時モニタリング計画

平成２６年６月

京 都 府

滋賀県緊急時モニタリング計画

滋 賀 県

平成２９年３月
【第３版】
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緊急時モニタリングに係る動員計画

Ø 防災基本計画及び原子力災害対策指針に基づき、平成27年１月に「緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに係る動員計

画」が策定された。

Ø 緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞの広域化や長期化に備え、要員及び資機材の動員についてあらかじめ準備すべき

事項、動員の要請の手順等を定め、要員及び資機材の円滑な動員に資することを目的とする。

関係機関の保有資機材数
（平成26年度調査による。福井県、京都府、滋賀県、

関西電力を除く。）

＜概要＞

原子力災害対策指針においては、緊急時のモニタリング
の実施に当たって、国、地方公共団体及び原子力事業者は、
目的を共有し、それぞれの責任を果たしながら、連携し、必
要に応じて補い合うこと、関係指定公共機関は専門機関とし
て国、地方公共団体及び原子力事業者による緊急時モニタ
リングを支援することとされている。

動員計画においては、緊急時モニタリングの広域化や長
期化に備え、要員及び資機材の円滑な動員に資するため、
Ø 地方公共団体、原子力事業者、関係指定公共機関等

（以下「関係機関」という。）から動員可能な要員及び資
機材の情報の調査方法

Ø 上述の情報の更新の方法
Ø 緊急時モニタリングセンター、原子力規制委員会・内閣

府原子力事故合同対策本部（全面緊急事態においては、
原子力災害対策本部）事務局及び関係機関の調整プロ
セス

等について規定。

要員
（数）

可搬型

モニタリング
ポスト（台）

モニタリング
カー（台）

国 １２ ４０ ９

道府県 ７５２ ２１７ ２０

原子力
事業者

５５０ ４４ ３０

関係指定
公共機関

１１１ ２１ ５

※ 各資機材については保有数を記載。
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大飯地域の緊急時モニタリング地点及び一時移転等の実施

図 大飯地域の緊急時モニタリング地点及び一時移転等の実施単位

Ø 固定観測局については、そこで測定された実測値に基づいて迅速に防護措置を講ずる区域を特定できるよう、原
子力災害対策重点区域における全ての一時移転等の実施単位毎に設置されることが必要であり、福井県、京都府
及び滋賀県では既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の値に基づき一時移転等を実施する範囲を関連付けている。既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟ
ｽﾄ等の全てについて非常用電源を設置しているほか、既設ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の故障等に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
等を保有している。
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関西電力による大飯地域の緊急時モニタリング機器

Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等（計6局）で、周辺監視区域境界付近の放射線量等を測定

※電源等の喪失が発生しても測定や伝送が中断しないよう、非常用電源や通信回線の強化を実施
・万一、ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等が使えなくなった場合に備え、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを別途配備（6台）
Ø 可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ

・施設敷地緊急事態が発生した場合、可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄを設置して、原子炉格納施設を囲む8方位（ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ
等の代替用6台を含む10台）の放射線量を測定

Ø ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ
・放射線量、放射性物質濃度を測定する測定装置や機材を搭載したﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｶｰ（1台）を配備
Ø 可搬型放射線計測装置

・発電所及びその周辺の放射線量等を測定
Ø ｵﾌｻｲﾄの協力

・緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰに必要な人員を派遣するほか、状況に応じて可搬型ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞﾎﾟｽﾄ等の資機材を活用して、ｵﾌ
ｻｲﾄの緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞに協力

モニタ車に搭載する可搬型測定機材の例

（サーベイメータ類）

主な可搬型放射線計測装置の例

可搬式ダストサンプラ
ＺｎＳシンチレーション

サーベイメータ
β線サーベイメータ

モニタリングポスト等 【6局】 可搬型モニタリングポスト 【10台】
（衛星系回線による通信機能付）

モニタリングカー 【1台】
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9．原子力災害時の医療の実施体制
（安定ヨウ素剤・避難退域時検査・簡易除染を含む）
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PAZ内住民に対する安定ヨウ素剤の事前配布

地 区
住民数

（人）
配布者数

（人）

おおい町

大島地区
７３６ ５９５

小浜市

内外海地区

（泊・堅海）

２６７ ２５５

合計 １，００３ ８５０

※対象住民数
福井県：平成29年4月現在
※配布者数
福井県：平成29年4月現在

Ø 福井県おおい町及び小浜市では、安定ﾖｳ素剤の住民説明会を平成26年より開催し、同
時に事前配布を実施した。福井県では平成29年4月現在、850人に配布した。今後も継続
して、未配布者に対するﾌｫﾛｰを実施。

Ø 乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤についても事前配布と備蓄を実施。

PAZ 内外海地区

小浜市

泊

堅海大島地区
おおい町

うち と み

ちょう お ばま し

うち と み

とまり かつみ

かつみ

とまり

(C)2017ZENRIN(Z05E-第175号)
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UPZ

福井県における避難住民等に対する安定ヨウ素剤の備蓄状況と緊急配布

福井県内：５３箇所中

大飯地域周辺備蓄１３箇所

安定ヨウ素剤備蓄場所

県及び市町職員により、安定ヨウ素剤の搬送を実施

一時集合場所等
（計４０箇所）

おおい町：４箇所

小浜市：１７箇所

高浜町：５箇所

若狭町：４箇所

美浜町：１０箇所

安定ヨウ素剤の緊急配布を実施

（凡例）

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：安定ヨウ素剤緊急配布場所

Ø 避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、福井県は計53箇所の施設に合計で丸剤
1,920,000丸と粉末剤18,000ｇを備蓄及び乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤19,800包を備蓄。

Ø 緊急配布は県及び関係市町職員が、備蓄先より一時集合場所等に設置する緊急配布場所に搬送
の上、対象住民等に順次配布・調製を実施。

Ø 原子力事業者は、福井県から要請があった場合は可能な範囲で備蓄している安定ﾖｳ素剤を貸与。

＜福井県における安定ヨウ素剤の備蓄場所＞

おおい

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

PAZ
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京都府における避難住民等に対する安定ヨウ素剤の備蓄状況と緊急配布

京都府：５３箇所

安定ヨウ素剤備蓄場所

府及び市町職員により、安定ヨウ素剤の搬送を実施

安定ヨウ素剤の緊急配布を実施

一時集結場所等
（計５３箇所）

舞鶴市：３０箇所

綾部市：７箇所

南丹市：４箇所

京丹波町：６箇所

京都市：６箇所

なん た ん し

きょう たん ばちょう

まい づる し

あや べ し

PAZ

UPZ

（凡例）

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：安定ヨウ素剤緊急配布場所

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

＜京都府における安定ヨウ素剤の備蓄場所＞

Ø 避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、京都府は計53箇所の施設に合計で丸剤400,000丸と

粉末剤8,000ｇを備蓄及び乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤7,320包を備蓄。

Ø 緊急配布は府及び関係市町職員が、備蓄先より一時集合場所等に設置する緊急配布場所に搬送の上、

対象住民等に順次配布・調製を実施。
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PAZ

UPZ

滋賀県における避難住民等に対する安定ヨウ素剤の備蓄状況と緊急配布滋賀県における避難住民等に対する安定ヨウ素剤の備蓄状況と緊急配布

（凡例）

：安定ヨウ素剤備蓄場所

：安定ヨウ素剤緊急配布場所

滋賀県：１２９箇所中

高島市８４箇所

安定ヨウ素剤備蓄場所

県及び市町職員により、安定ヨウ素剤の搬送を実施

計４０箇所

一時集合場所等

高島市（大飯ＵＰＺ周辺） ：１４箇所

安定ヨウ素剤の緊急配布を実施

＜滋賀県における安定ヨウ素剤の備蓄場所＞

Ø 避難住民等に対する安定ﾖｳ素剤の緊急配布に備え、滋賀県は計129箇所の施設に合計で丸剤
592,000丸、粉末剤2,350ｇを備蓄及び乳幼児向けのｾﾞﾘｰ状安定ﾖｳ素剤2,580包を備蓄。

Ø 緊急配布は備蓄場所となっている一時集合場所等にて、県及び関係市町職員が、対象住民等に順
次配布・調製を実施。
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国、関係機関による安定ヨウ素剤の確保体制

PAZ

UPZ

関西広域連合

国が備蓄して
いる安定ヨウ
素剤を配布

関西電力は、貸与可能量を
関西広域連合に貸与

国が備蓄して
いる安定ヨウ
素剤を配布

関西電力本店

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

Ø 国は、 UPZ内外において安定ﾖｳ素剤が不足した場合に備えた備蓄を実施しており、今後、平成30

年度までに全国に合計200万丸、平成31年度までに小児用ｾﾞﾘｰ剤15万包の備蓄を実施。

Ø また、関西広域連合においても、「安定ﾖｳ素剤貸与に関する覚書」に基づき、関西電力と貸与可能

な数量を調整し、安定ﾖｳ素剤の確保を実施。

Ø 関西電力は、必要に応じて、電気事業連合会と貸与可能な安定ﾖｳ素剤数量を調整。
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福井県、京都府及び滋賀県の避難退域時検査場所の候補地

Ø 避難退域時検査は、府県内及び府県外への避難を想定し選定した候補地において実施。なお、ﾊﾞｯｸｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ値の
上昇等により、当該検査場所が使用できなくなることも想定し、複数の候補地をあらかじめ準備。
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小浜IC

舞鶴東IC

福知山IC

綾部IC

PAZ

UPZ

※綾部ＰＡを経由

美浜町役場

道の駅若狭熊川宿

野田川わーくぱる

丹波自然運動公園

綾部工業団地・
交流プラザ

綾部ＰＡ
（あやべ球場）※

美山長谷運動広場

綾部市中央公民館

県若狭合同庁舎

長田野公園体育館

道の駅
てんきてんき丹後

三段池公園

み やま ながたに

道の駅藤樹の里

あどがわ・安曇川
図書館

新旭体育館・新旭
武道館

朽木中学校

今津総合運動公園

く つ き

とう じゅ

しんあさひ

加斗ＰＡ

小浜西ＩＣ

おさ だ の こうえん たい いく かん

お ばま

か と

さん だん いけ こうえん

ゼミナールハウス

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

わか さ くま がわ しゅく

大飯高浜IC

小浜市総合運動場

道の駅名田庄
な た しょう

うみんぴあ大飯
おお い

鎌倉交差点

六路谷検問所
ろく ろ だにけん もん しょ

きのこの森

わか さ こいかわ

若狭鯉川海水浴場

敦賀市総合運動公園

あ ど がわ

舞鶴西IC

小浜西IC

【凡例】

福井県が準備する候補地

京都府が準備する候補地

舞鶴若狭自動車道

国道２７号

滋賀県が準備する候補地

南条SA
なん じょう

み かた ご こ

三方五湖PA

若狭町上中庁舎
わか さ ちょう かみなか



避難退域時検査場所の運営体制

Ø 福井県、京都府、滋賀県及び原子力事業者は、国の協力を得ながら、指定公共機関の支援の下、避難退域時検
査場所において住民等の検査及び検査結果に応じて簡易除染を実施。

Ø 関西電力は、他の原子力事業者の支援を受け、備蓄資機材を活用し、800人程度の要員を避難退域時検査場所
へ動員。
※平成28年8月原子力防災訓練において、発災原子力事業者（関西電力）だけでなく、他事業者（西日本5社相互協力協定）との連携確認として、北陸、中国、

四国、九州電力から避難退域時検査場所（あやべ球場）に要員を派遣。

Ø 指定公共機関（国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構・国立研究開発法人日本原子力研究開発機構）は
国及び関係自治体からの要請に基づき、要員及び資機材による支援を実施。

検査の総括責任者

住
民
受
付
チ
ー
ム

交
通
誘
導
チ
ー
ム

避難退域時検査場所における検査及び簡易除染の体制（例）

総括チーム

検査チーム長

車
両
指
定
箇
所

検
査
チ
ー
ム

車
両
確
認
検
査
及
び

簡
易
除
染
チ
ー
ム

住
民
指
定
箇
所

検
査
チ
ー
ム

住
民
確
認
検
査
及
び

簡
易
除
染
チ
ー
ム

通信・連絡チーム

車
両
保
管
チ
ー
ム

そ
の
他

（連
絡
体
制
の
構
築
、
搬
送
の
た
め

の
車
両
の
待
機
等
）

※

※携行物品検査を含む
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国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構（千葉市）

大飯ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ
（おおい町）

指導・協力

相談

避難退域時
検査場所等

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

（いずれの車両も衛星通信回線を装備）

大型救急車
患者搬送

支援車
現場指揮、

資機材・人員搬送

検査測定車
ﾐﾆﾗﾎﾞ付き、線量評価測定

Ø 国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構は、緊急時、国及び関係自治体の要請に基づき、ｵ
ﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰに専門家、必要に応じ救急搬送車両等を派遣。また、必要に応じ、避難退域時検査等に
おける指導・協力を実施。また、機構からは、原子力災害医療に関する相談への指導・助言も実施。

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構による協力体制

2011.03 東京電力（株）福島第一原子力発
電所の事故時におけるOFC（大熊町）での活動

（１台）

（１台） （１台）

おおい

ちょう
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国立研究開発法人日本原子力研究開発機構による協力体制

Ø 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構は緊急時において、原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城）が
窓口となリ、国及び関係自治体の要請に基づき、避難退域時検査場所における検査指導や緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝ
ｸﾞ等の協力を実施するとともに、検査等に関する資機材、車両による支援も実施。

Ø また、ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰや緊急時ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞｾﾝﾀｰ（EMC)等へ専門家を派遣するとともに航空機によるﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞを
支援。

平成２３年東日本大震災時における
国立研究開発法人日本原子力研究開
発機構の活動

モニタリング車（2台）

移動式体表面測定車（2台 ）

移動式全身測定車（2台 ）

作業員の内部被ばく測定 緊急被ばく医療のための受入体制構築

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（福井支所）

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
原子力緊急時支援・研修ｾﾝﾀｰ（茨城）

緊急時モニタリング

放射線防護資機材（80台）
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避難退域時検査場所における活動フロー

Ø 避難退域時検査は、自治体職員、原子力事業者、診療放射線技師等により実施。

Ø 検査要員は、検査及び簡易除染が実践できるよう、放射線の基礎等の講義及び機器の取り扱い実
習を含む研修を受講。

※ 避難時の除染や緊急事態応急対策活動等により発生した汚染水・ 汚染付着物等については原子力事業者が処理。

※ 車両の一時保管が必要となった場合は、原子力事業者の協力の下、保管場所を確保。

・住民については、汚染
拡大防止処置を行った
上で除染が可能な機関
で除染を実施。場合に
よっては、内部被ばくの
検査ができる機関へ搬
送。

・携行物品については汚
染拡大防止措置等を実
施。

訓練風景

OIL4
超過

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

避
難
住
民

OIL4
超過

一時保管等

乗員

車両

避難所等へ

40,000cpm以下 避難所等へ

住民

物品

40,000cpm
超過

40,000cpm
以下

簡

易

除

染

住
民

検
査

OIL4
以下

簡

易

除

染 OIL4
以下

車

両

の

検

査

携行物品検査
40,000cpm超過

※ 避難退域時検査の結果、基準（OIL4:40,000cpm）以下の場合は、住民に対し通過証等を発行する。

避
難
住
民

滋賀県検査フロー

福井県・京都府
検査フロー

【滋賀県検査フロー】

・滋賀県では、避難退域時検査の位置付けと避難者に対する被ばく医療の提供を判断するための
検査の位置付けを併せ持つことから、原則、全住民の検査を実施。

141



福井県における原子力災害時における医療体制

Ø 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関
（医療機関のみ）

142

原子力災害医療協力機関 ※県に登録
【１２医療機関（杉田玄白記念公立小浜病院、若狭高浜病

院、若狭町国民健康保険上中診療所等）・３団体】

原子力災害拠点病院 ※県が指定
【３医療機関（福井県立病院、福井大学医学部附属病院、

福井赤十字病院）】

高度被ばく医療支援センター及び原子力

災害医療・総合支援センター※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

国立大学法人広島大学等が実施】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力
災害対策等を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかかわ
らず傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合に
は適切な診療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な
診療を行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に
対して専門的助言を行う。また、原子力災害医療・総
合支援センターは原子力災害医療派遣チームの派遣
調整を行う。

支 援

協 力

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

国立大学法人広島大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構

PAZ

UPZ



京都府における原子力災害時における医療体制

Ø 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。

PAZ

UPZ

（凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関
（医療機関のみ） 143

原子力災害医療協力機関 ※府に登録
【１５医療機関（国立病院機構舞鶴医療センター、国家公務員共済組合

連合会舞鶴共済病院、舞鶴赤十字病院等）・１４団体】

原子力災害拠点病院 ※府が指定
【３医療機関（国立病院機構京都医療センター、京都大学医学部附属病院、

京都府立医科大学附属病院） 】

高度被ばく医療支援センター及び原子力

災害医療・総合支援センター※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

国立大学法人広島大学等が実施】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力
災害対策等を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかかわら
ず傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合には
適切な診療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な
診療を行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に
対して専門的助言を行う。また、原子力災害医療・総
合支援センターは原子力災害医療派遣チームの派遣
調整を行う。

支 援

協 力

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

国立大学法人広島大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構



滋賀県における原子力災害時における医療体制

UPZ

PAZ

144

原子力災害医療協力機関 ※県に登録
【９医療機関（市立大津市民病院、草津総合病院、済生会

滋賀県病院等）・４団体】

原子力災害拠点病院 ※県が指定
【３医療機関（長浜赤十字病院、大津赤十字病院、

滋賀医科大学医学部附属病院）】

原子力災害医療や立地道府県等が行う原子力
災害対策等を支援する。

原子力災害時において、汚染の有無にかかわ
らず傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合に
は適切な診療等を行う。

原子力災害拠点病院では対応できない高度専門的な
診療を行うほか、原子力災害拠点病院等での診療に
対して専門的助言を行う。また、原子力災害医療・総
合支援センターは原子力災害医療派遣チームの派遣
調整を行う。

支 援

協 力

高度被ばく医療支援センター及び原子力

災害医療・総合支援センター※国が指定

【国立研究開発法人量子科学技術研究開発機構、

国立大学法人広島大学等が実施】

国立大学法人広島大学

国立研究開発法人
量子科学技術研究開発機構 （凡例）

：原子力災害拠点病院

：原子力災害医療協力機関
（医療機関のみ）

(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

Ø 放射性物質による汚染や被ばくの状況に応じて、下図の医療体制により、適切に対応。



10．国の実動組織の支援体制
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大飯地域周辺の主な実動組織の所在状況

Ø 不測の事態の場合は、福井県、京都府、滋賀県及び関係市町からの要請により、実動組織（警察、
消防、海保庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて実施。

海上自衛隊
８８

８２８８

５８１
航空自衛隊

５８－４５８１

UPZ

オフサイトセンター
(福井県大飯原子力防災ｾﾝﾀｰ)

伊丹駐屯地
（陸上自衛隊中部方面総監部等）

舞鶴海上保安部

舞鶴警察署

福井県警察本部

小浜警察署

若狭（わかさ）消防組合

小浜（おばま）海上保安署

舞鶴市消防本部

敦賀美方（つるがみかた）消防組合

福知山市消防本部

綾部市消防本部

宮津与謝（みやづよざ）消防組合

綾部警察署

宮津警察署

滋賀県警察本部

※大飯地域関係府県、関係市町の地域防災計画を元に策定

南丹（なんたん）警察署

福知山警察署

千僧（せんぞう）駐屯地
（陸上自衛隊第３師団司令部等）

今津駐屯地
（陸上自衛隊第３戦車大隊等）

京都府警察本部

高島市消防本部

宮津（みやづ）海上保安署

饗庭野分屯基地（あいばのぶんとんきち）

（航空自衛隊第１２高射隊）

高島警察署

敦賀海上保安部

福井海上保安署

敦賀警察署

舞鶴地区
（海上自衛隊舞鶴地方総監部等）

小松基地
（航空自衛隊第６航空団等）

金沢駐屯地
（陸上自衛隊第１４普通科連隊等）

大久保駐屯地
（陸上自衛隊第４施設団等）

福知山駐屯地
（陸上自衛隊第７普通科連隊等）

守山駐屯地
（陸上自衛隊第１０師団司令部等）

第八管区海上保安本部

おおい

PAZ

京都市消防局

京都中部広域消防組合
146
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実動組織の広域支援体制

UPZ

大飯オフサイトセンター

災害派遣・原子
力災害派遣
全国の陸・海・空の
自衛隊による支援

警察災害派遣隊
全国の都道府県警
察による支援

緊急消防援助隊
全国の市町村消防
が所属する都道府
県単位による支援

巡視船艇・航空
機の派遣
全国の管区海上保
安本部による支援

全国の実動組織による支援

Ø 地域ﾚﾍﾞﾙで対応困難な支援要請があった場合は、関係府県、関係市町からの各種要請を踏まえ、
政府をあげて、全国規模の実動組織による支援を実施。

Ø 要請の窓口となるｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ（実動対処班）において集約された各種要請等に対し、原子力災害
対策本部（官邸・ERC（原子力規制庁緊急時対応ｾﾝﾀｰ）の調整により、必要に応じ全国の実動組
織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による支援を実施。

政府の調整結果に基づく
現地派遣指示

現地における
各種要請の集約

原子力災害対策本部
（首相官邸）

147



施設敷地緊急事態からの現地実動組織の体制

Ø 施設敷地緊急事態の時点で施設敷地緊急事態要避難者の避難が開始されることから、地方公共団
体で避難手段の確保が困難になった場合に備え、現地事故対策連絡会議を開催するとともに、ｵﾌｻ
ｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班を設置（対象となる要員は、必要に応じ施設敷地緊急事態に至る前から体制立
ち上げ）。施設敷地緊急事態以降、原子力緊急事態の解除までの間、継続して対応を実施。
※ ｵﾌｻｲﾄｾﾝﾀｰ実動対処班要員参集前に各種要請があった場合は、ERC実動対処班が連絡・調整を実施。
⇒ 不測の事態における福井県、京都府、滋賀県、関係市町からの各種支援の要請に対し、実動組織

（警察、消防、海保庁、自衛隊）が連携のうえ、迅速な対応体制を構築。

福井県

在宅の避難行
動要支援者

安定ヨウ素剤
服用困難者

小学校
（１校）

保育所
（１施設）

ＰＡＺ内施設敷地緊急事態
要避難者※1

オフサイトセンター
実動対処班

（原子力規制庁、県警察、消防、
海保庁、自衛隊）

＜自衛隊＞

陸上自衛隊中部方面総監部
海上自衛隊舞鶴地方総監部
航空自衛隊航空総隊司令部

等

＜警察＞
福井県警察
京都府警察
滋賀県警察
中部管区警察局

等

＜消防＞
若狭消防組合
敦賀美方消防組合
舞鶴市消防本部
その他関係市町管轄消防機関

＜海保庁＞
敦賀海上保安部
舞鶴海上保安部
第八管区海上保安本部

部隊等
派遣

状況報告

対応連絡

現地事故対策
連絡会議※2

ＥＲＣ
実動対処班

連携

調整

ＴＶ会議等を
活用し随時
情報共有

京都府

ＥＲＣ:原子力規制庁緊急時
対応センター

関係市町滋賀県

※1 全面緊急事態においては、PAZ内の一般住民、OILによる防護措置実施時にはUPZ内のうち対象地域の住民等を対象
※2 全面緊急事態以降は、原子力災害合同対策協議会で情報共有 148



自然災害等により道路等が通行不能になった場合の対応

Ø 自然災害等により、避難経路等を使用した車両等による避難ができない場合は、関係府県及び関
係市町からの要請により、実動組織（警察、消防、海保庁、自衛隊）による各種支援を必要に応じて
実施。

自治体等と連携の上、通
行不能となった道路への
他の車両の流入防止

149(C)2015ZENRIN(Z05E-第175号)

＜凡例＞

：道路情報板設置箇所

：ヘリポート適地等

：港湾・漁港
避難先又は陸路で避難可能な場所まで
ヘリコプターにより避難

UPZ

PAZ

空路や海路に
よる避難



ü緊急時モニタリング支援
ü被害状況の把握
ü避難の援助
ü人員及び物資の緊急輸送
ü緊急時の避難退域時検査及び簡易除染
ü人命救助のための通行不能道路の啓開作業

自然災害などの複合災害で想定される実動組織の活動例

ü現地派遣要員の輸送車両の先導
ü避難住民の誘導・交通規制
ü避難指示の伝達
ü避難指示区域への立ち入り制限等

ü避難行動要支援者の搬送の支援
ü傷病者の搬送
ü避難指示の伝達

ü巡視船艇による住民避難の支援
ü緊急時モニタリング支援
ü漁船等への避難指示の伝達
ü海上における警戒活動

Ø 福井県・京都府・滋賀県と関係市町との調整を踏まえ、必要に応じ広域応援を実施。

警察組織

消防組織

海上保安庁

防衛省
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